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　　This　report　considers　the　ways　in　which　Japanese　automotive　companies　have　acted　to　save

their　plants　in　East　Asian　region　since　the　currency　crisis　of　1997．　The　main　action　was　the

Japanese　companies’sourcing　of　local　auto　parts．　Such　international　sourcing　provides　a　clue

to　the　formation　of　the　regional　market　of　auto－parts。　Competition　in　this　market　would　solve

the　surplus－plant　problem　that　has　been　caused　by　domestic　industrial　policies　in　the　automo－

tive　industry．　The　international　division　of　labor（IDL）based　on　such　sourcing　of　parts，　is　con－

ducting　the　new　direction　for　industrial　policy　and　management　strategy　including　so－called

‘IDL－friendly　Industrial　policy’and‘Strategic　IDL’（regional一，　and　global－niche　strategy）．

1．はじめに

［1］要旨

　1997年7月のアジア通貨危機を契機として，日系自動

車製造業企業（完成車メーカーと部品メーカー）の

ASEAN　4諸国，特にタイからの自動車部品輸出活動が

活発化している。

　この自動車部品輸出活動の形態は，（1）企業内貿易とし

ての対日輸出，（2）日本製部品輸出の代替による対欧米豪

輸出，および（3旧本製部品輸入代替としての域内製部品

調達，いわゆるASEAN域内輸出，である。

　こうした部品輸出活動は，いずれもアジア通貨危機以

降の為替レートの変動および国内経済の成長の停滞に起

因していることを，本論文ではまず検討する。すなわち，

部品輸出活動の進展の背景には，（1）現地通貨レートの急

落によって円レートが急騰し日本製輸入部品価格が上昇

したことからアジア域内製部品の国際調達が進展したこ

と，および（2樋貨危機の時期の海外への資金逃避の結果，

国内流動性が不足し国内経済が不振に陥り国内市場が収

縮したことによって国内市場に代わる輸出市場の確保が

急務になったこと，があることを個別の輸出事例にもと

づき検討する。

　このことから，アジア通貨危機以降の日系自動車メー

カーによる域内拠点からの自動車部品の輸出活動は，

1990年代前半の時期に各社が構想し，また一部実施して

きた，部品の域内補完構想に想定された部品輸出を個別

に実施してきたものではなかったを明らかにする。特に，

同構想では域内相互補完的な関係が想定されていたが，

アジア危機対応として実施された部品輸出は，こうした

構想とは無関係であった。アジア危機以前の時期に既に

生産能力過剰が指摘されていた，タイ国内製造拠点の緊

急支援として実施されたものがむしろ主要である。

　次いで，部品のASEAN域内相互補完という「部品レ

ベルでの製品別国際分業体制（＝いわゆる工程間国際分

業）」の確保は，自動車部品製造をめぐる生産規模の確

保という観点から，ASEAN地域においてアジア危機以

前にも度々提起されてきた事情をレヴューする。すなわ

ち，所得水準や人口規模の面で，国内完成車市場規模が

小さいことから，国内需要を満たすだけの自動車部品の

製造拠点育成では，「規模の不経済」による「コストペ

ナルティー」問題が発生することが，1980年代からすで

に意識されてきた。相互的な供給関係を前提に部品生産

を域内で分業し，域内向けに供給体制を確保することに

よって，部品製造における「コストペナルティー」問題
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を回避する試みが，ASEANにおける自動車産業政策調

整や，ASEANの複数国に製造拠点をもつ日系自動車メー

カーのアジア地域戦略の一部として展開されてきた。

　すなわち，ASEANでは，1970年前には，「アセアン・

カー構想（ASEAN域内で共通仕様の乗用車モデルを共

有し部品生産を各国で分担することで自動車の共同生産

をめざすASEANの自動車政策構想）」を，1980年代末

以降は「BBCスキーム（自動車メーカー＝ブランドご

との部品相互補完による部品域内分業戦略を支援する政

策）」を提起してきた。

　他方，日系自動車メーカーは，先の「BBCスキ｝ム」

に対応して，ASEAN域内補完戦略を策定するとともに

同戦略に構想された部品輸出を一部，実施してきた。

　日系自動車メーカーの，ASEAN地域を中心とした自

動車部品の域内相互補完戦略は，（1）地域経済圏における

国際分業関係を主導するものとして，ASEAN諸国の工

業化開発論研究において注目されるとともに〔1989，5－6

竹野，1994－95．清水，1997．加茂〕，（2）地域単位の国際経

営戦略（リージョナル・マネジメント）として，経営戦

略研究において注目されている〔1999。3竹野〕。

　しかしながら，ASEAN構成国毎の自動車産業国産化

政策においては，依然として製造業の裾野技術のフルセッ

ト国産化が優i先され，ASEANにおける域内補完計画や，

日系企業の域内分業にともなう域内他国からの部品輸入

は，実質的な意義を持つほどの金額では実施されておら

ず，構想にとどまってきた。

　部品輸出は，アジア通貨危機対応としての振替え輸出

を契機に本格化するとともに，他方で域内向けよりは，

対日輸出を中心とした域外輸出を中心に展開することに

なる。

［2］本論文事例の意義

　アジア通貨危機を契機として自動車部品輸出が開始さ

れ，同時に域内拠点の集約化が図られてきたことは，

ASEAN地域における自動車メーカーの国際戦略が，国

内フルセット志向型の部品製造拠点の育成，いわゆる各

国政府の国産化政策に個別に対応する戦略から，域内拠

点の集約化を図り「リージョナル・ニッチ」な拠点とし

て，域内供給によって規模の経済1生を確保し，それをベー

スとして世界的な輸出拠点（「グローバル・ニッチ」）化

を図る戦略へ，と転換され始めたことを意味する。

　他面で，自動車部品の調達先が，「自製」（いわゆる

「内部化」）から，「外注化（アウトソーシング）」，系列

外調達，情報ネットによるグローバル調達へと転換する

とともに，既存の複数部品を結合もしくは融合して一つ

の機能部品に集約する「部品のモジュール化」（広義の

モジュール化には，複数部品を組立てるサブアセンブリー

工程を外注化するだけのモジュール化も含まれる。）が

進展しつつある。既存部品製造工程の陳腐化や新規のモ

ジュール部品開発競争の激化など，自動車部品製造業に

おける競争が激化している。

　自動車部品製造部門の育成政策も，従来の国内分業を

軸にした国内志向的（ドメスティック）なものから，国

際分業を軸にした輸出志向的なもの一「リージョナル・

ニッチ」や「グローバル・ニッチ」一へと転換せざるを

得なくなっている。このことは，工業化開発政策論その

ものに対しても，裾野産業育成論やそのための基礎技能

工人材育成論という，従来の姿勢の見直しを要求するも

のとなっている。

2．本論

［1］．アジア通貨危機後のASEAN現地拠点からの日系

　　自動車メーカーの部品輸出活動

　①完成車メーカーの部品輸出活動

　アジア通貨危機以降，日系完成車メーカーは，経済危

機に見舞われた現地拠点の製造販売不振に対する支援策

として，完成車のみならず自動車部品の輸出活動，換言

すれば日本側の国際部品調達活動をも開始した。この部

品輸出活動が，アジア通貨危機以前に提起された部品の

域内相互供給計画に対応したものであったのか，それと

も何らかの新規の要因によるものであったか，まず検討

する。

　すなわち，表1（A）群の表は，ASEAN4ケ国別に，

A社（トヨタ自動車），B社（日産自動車），　C社（本田

技研），D社（三菱自動車），　E社（いす“）の自動車メー

カー別の自動車部品輸出について，その内容を，「●」＝

1990年前後までの輸出実施分，「△」＝1990年前後の時

期の企業グループ別の自動車部品相互補完計画に対応し

た部品輸出計画分，「○」＝1990年代前半に公表された

自動車部品の域内相互供給計画において追加された部品

輸出計画分および同実施分，「◎」＝1997年7月のアジ

ア通貨危機以降に実施された部品輸出分，「□」＝同危

機以降の新規の部品相互供給計画分，に分けて表示した

ものである。なお，「BA」は，　ASEAN域内における部

品の補完計画としてASEANおよび域内関係国政府から

認可され，域内関税の減免を認められている部品輸出案

件である。

　表1（A）群がら，部品輸出活動の特徴点をまとめて

みると，第1に，アジア危機以降における輸出部品品目

と，1990年代前半時点までのASEAN域内相互供給計

画におけるそれとが異なることが指摘できる。旧来の同

計画外の品目が，アジア危機後に輸出され（「◎」），さ

らには新たな域内相互補完計画（「□」），それに沿った

対世界輸出戦略（「□」）へと展開していったことが分か
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図表1（A）　日系企業の部品の域内補完構想とアジア危機後の現地拠点の部品輸出

凡例

・輸出先の各国欄の印け：以下の意味

　●；1990年前後までに輸出実績あり△＝1990年前後時点では輸出計画のあったもの。

　○；19蝋）年代前半期の、アジア危機以前の、日系完成車メーカー各社別の部品の域内補完体制（主に計画）から組みこまれたもの。

　◎；アジア危機後に実施された部品輸出□＝アジア危機後のアジア域内部品補完計画　BA＝ASEANの関税減免措置認可分。

・図表2（A）は、（A）（1）がタイ拠点、（A）（2）がインドネシア処楓（A）（3）がマレーシア拠点、（A）（4）がフィリヒ。ン拠点。

・史た、A社はトヨタ、　B社は日産、　C社はホンダ、　D社は三菱自動車、　E社∫‡いすず自動車。

資料）且990年前後主でについては、拙稿「資本と労働力の国際化と多国籍企業の戦略一自動車部品の国際分業計画の事例検討一」

『都立工業高等専門学校研究報告』第28号平成5年3月、1990年代前半までについては、加茂紀子子「日本自動車企業のグローバ

ル戦略とアジア経済圏」丸山よしなり編『新版アジアの自動車産業』亜紀書房1997年7月、BI3C／AICOの認可状況については、加

茂紀子子「国際分業の進展と自動車産業」丸山・佐護・小林編『アジア経済圏と国際分義の進展一叢書現代経営学17』ミネルバ書房

1999年2月、アジア通貨危機後の輸出および域内部品補完体制については、フォーイン『1999アジア自動車産業』且999年3月。

注）部品の表記については資料ごとで叢ち蚕ちであるが、およそ同一もしくは同種部品と判断できるものについては、なるべくまとめるよ

うにして表記した。裏た関連部品、例えげマニュア’レステアリングとパワー・ステアリング、ブレス金型とブレス品等は隣接するように配置した。

図表1（A）（1）タイ拠点からの輸出活動（1／2）
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　　万麹。

る。

　すなわち，「△」や，「●」，「○」の付された1997年以

前の輸出部品品目と，「◎」や「□」の付された1997年

以降の同部品品目との間に関連が見られる品目は，ここ

で取りまとめた約100件の輸出部品品目種目のうち，そ

の10分の1の11件ほどに留まる。なお，この従来の相互

供給計画との一致のみられる11件の部品輸出は，タイに

おける，A社のディーゼルエンジン，プレス部品，電装

品，B社の大型一体樹脂成型部品・パネル部品，インド

ネシアにおける，A社のガソリンエンジン1800cc，　C社

のシリンダブロック，マレーシアにおける，A社のマニュ

アルステアリング，パワーステアリング，サスペンショ
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図表1（A）（1）タイ拠点からの輸出活動（2／2）
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m96年1月、97年12月］
口 一

［コ 口

変速機、フレーム、アクスル
98年時点で輸出

�｡後検討

ンジョイント，B社のステアリング・ギア，フィリピン

における，A社のトランスミッション，である。

　特に，A社のみは，従来からの同社の部品相互供給計

画にそった輸出活動を，アジア通貨危機後の支援活動と

しても活用して実行するとともに，域内および域外への

部品輸出供給を広範に実施していた。A社においては，

1990年前後の時期に計画されて域内相互供給計画からア

ジア通貨危機後の部品輸出活動へと，域内分業戦略が継

続している。すなわち，図表1（A）群に示されるように，

タイで，ディーゼルエンジン2400cc，プレス部品，電装

品，インドネシアで，ガソリンエンジン1800cc，マレー

シアで，マニュアルステアリング，パワーステアリング，

サスペンションジョイント，フィリピンで，トランスミッ

ション，に輸出戦略の継続性が見られる。

　第2の特徴点は，アジア通貨危機以降急速に進展した

ASEAN現地拠点からの部品輸出の多くが，従来国内向

けに整備されてきた生産能力を輸出向けに振り替えて実

施されたことである。
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図表1（A）（2）インドネシア拠点からの輸出活動（1／2）

日系企業グループ別

A出部品名
mカッコ内は当該工場の生産開始時期］

旧，

{
米国 タイ

多票亨

了↓ア 耳苔ン

幕 霜 中国

夢ヲカ

畢 欧州
あ他

構

［A社拠点］

ガソリンエンジン　　】300cc 一 ●

ガソリンエンジン　　1500cc △ 一 △ △ △

ガソリンエンジン　　1800cc

○

口
一

◎□

○口 ○

◎

アジア危機後対応

ﾆしてアヅア専用

ｽ目的車用
P800ccエンヅン生

Yはインドネシアへ

W約21（X）ccは

^イ集約他＝バ
gナム向99年より

鯉 一 ● ●

シリンタ」ブロック ○ 一

○猟

クラッチ □ 一 口 口

シートアシ矛スター、ドアロック、ドアフレーム、

Eイントウレキ冨一ター
o 一 口 口

［B社拠点］

ガソリンエンシ》 △ 一 △ △ A △ △

機械加工部品 ○ 己 b 、○
ヒb

ピックアソフトラック用内装部品［95年］
◎口

一
99年からタイとインドネシア間でピックアップトラック用部品相互供給を計画

メーター ・口
一 口 ・［コ

［C肇…願

ホイールリム
一 Q

電装品 一 ○

シリンダーブロック［86年8月］

○舷◎8

一

○．磁◎’o
O欧◎o

日

シリンダー昏ッド［86年8月］
◎口

『

⑨口 ◎：口

［コ

クラッチケーーンクの機械加工部品［86年8月］
◎口

一

◎o ◎o
ヒロ

C社は、ASE八＼

yび台湾でのア

]ア専用車組立
?に、アヅア通貨

?機後、新規の

謫熾舶i相互供
汲�v画（□）

Cンドネシアへは、

ﾔ体部品と機械
ﾁ工部品を集約シート、燃料タンク、エクゾーストパイプ

hア、トランク、ドライブトレーン部品組立品［78年7月］

◎口

1一

9口 ◎口

P

　すなわち，「◎」「□」で示される，アジア危機以降の

輸出及び同計画は，タイにおける，B社，　C社，　D社，

インドネシアにおける，B社，　C社，　D社，　E社，いず

れも全く新規のものである。わずかに1年間程の期間の

中で，輸出供給が開始されたものであることから，国産

車向けに国産化を進めてきた部品を可能な限りで輸出に

も振りかえたものであると判断される。

　特に，D社の，従来の域内部品相互供給計画には，イ

ンドネシアは含まれてはおらず，その部品製造拠点は，

国産化を志向する拠点として位置づけられてきた（’）。ア

ジア通貨危機後，インドネシアからも輸出が急遽実施さ

れるとともに，また域内相互供給計画にも編入されるに

到っている。

　さらに，アジア危機後（「◎」）の，各社のタイ拠点か

らの部品輸出相手国として，日本向けが目立っているこ

とは，日本側の部品調達によるタイ現地の稼働率維持の

ための戦略的輸出を示唆するものとなっている。すなわ

ちタイにおける，C社の新モデル向け部品，　D社拠点の

KD（ノックダウン）部品，　E社のディーゼルエンジン，

フィリピンにおける，C社の板金部品，の輸出事例は，

その「備考」欄に付したように，従来日本から供給して

きた部品生産を現地移管することによる，振りかえ輸出

の事例である。

　第3には，域内部品相互供給戦略は，タイおよびイン

ドネシアの拠点間での部品相互輸出関係や両国拠点から

のASEAN域内向け輸出を軸に展開されていることであ
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図表1（A）（2＞インドネシア拠点からの輸出活動（2／2）

日系企業グループ別

A出部品名

mカッコ内は当該工場の生産開始時期］

日本 米国 タイ

多曇ア

τ↓ア 昇普ン

馨 錆 中国

事ヨカ

睾 欧州
あ他

儲

［D社拠点］

（ガソリン：Lンシン）
一、

9（，年前後σ）時

_、D社の域内
竓ｮ計画のなか
ﾉ、インドネシア拠

_は組み込主れ
ﾄはいなかった

エンシン部品
、r

ア

OlB薩

エンジン鍛造部品

iシリンタLヘッド、コンロッド、クランクシャフト）

m75年1月］

⑥

謡「

洛禔EP ◎、〔ユ ’◎ ◎□

アヅア専用多目的

ﾔ生産国へ供
牛蒼煬?を輸
o転換98年8
獅ｩら99年に輸

o開始
ｼ＝ベトナム

ブレス金型
㌔，，ギ　　，

A毛y崩’

磨F：’ζ

「　　＼ 90年前後の時
_、D社の域内
竓ｮ計画のなか
ﾉ、インドネシア拠

_は組み込まれ
ﾄはいなかった

商用車用ブレス部品（金属フレーム、トテンク用フレーム） ㌔u 転ヒ「

の」

プレス部品（ボデイ）） 殴・臆・こ ∈　「P／b 咽■・・ ‘i い◎・

ブレーキ ㊨
｛

［E社の拠点］

（「ハンサー」車用各種部品）
一1L 口 ［コ

デ仁ゼルエンジン部品［83年2月］
」・＝ @　　F

`●F　F　「

窯、翫∴舜　、1

㊨．

T［ユ．、

◎、

D／団

アヅア戦略車パンサ

[の部品のインドネ

Vア、フィリピン、台

pの3ヶ国間で
ﾌ水平分業を実

{

ブレーキ部品 口 『
す、

り，かつそれに向けて，タイおよびインドネシアに部品

製造拠点の集約化が図られていることである。

　すなわち，図表1（A）群で取りあげた合計約100件の

部品輸出のうち，タイからの部品輸出案件が36件と最も

多かった。ちなみに，アジア通貨危機直前の，販売ピー

ク時の1996年において，乗用車および商用車を合わせた

販売台数は，タイで59万台，マレーシアで36万台，イン

ドネシアで33万台，フィリピンで16万台であった（2）。

　また，自動車部品工業会（日本）所属の会員企業に対

する調査（1994年時点）によれば，ASEANへの進出生

産拠点数は累計で，タイ69件，インドネシア37件，マレー

シア29件，フィリピン14件であり，自動車部品の生産・

技術供与の品目数は，タイ187品目，インドネシア100品

目，マレーシア98品目，フィリピン30品目であった（3＞。

　タイからの部品供給が目立つのは，タイが，ASEAN

地域では最大の市場国であったこと，したがって部品の

製造拠点がタイに集中してきたことによるものと予測さ

れる。

　第4には，日系5社のASEAN地域戦略においては，

ASEAN地域から広く東南・南アジア地域を対象とした，

共通のアジア専用仕様車（アジア戦略車）モデルとして，

小型乗用車もしくは同多目的車（AUV）を設定してい

る点である。すなわち，A社の「ソルーナ」とAUV，　B

社のピックアップトラック，C社の「アコード」とAUV，

D社のAUV，　E社の「パンサー」がそれにあたる（4）。

　アジアカーやAUVといった域内共通車モデルを設定

し，部品の製造・組立を域内拠点で国際分業する戦略が

本格化し始めた。このことは，自動車製造業における対

ASEAN地域戦略が，各国市場販売を目的として各国個

別の国産化政策に対応しながら現地化活動を並行させる

戦略，すなわち「ドメスティック」志向の「ローカリゼー

ション」戦略から，地域市場販売を軸に域内フルセット

型の部品製造業形成を志向する地域戦略，すなわち「リー

ジョナル・マネジメント」戦略⑤へと移行してきたこと

を示唆するものである。

　こうした事態は，ASEAN現地国民経済側においても，



名古屋工業大学紀要　第52巻（2000） 7

図表1（A）（3）マレーシア拠点からの輸出活動（1／1）

日系企業グループ別

A出部品名
mカッコ内は当該工場の生産開始時期］

日本 米国 タイ：

↓1

A．

一決ン

馨 斎 中国

事冒力

墨 欧州
あ他

儲

［A社拠点］

ステアリングギア ●
・●

w
○撚

一 ●

マニュアルステアリング　［92年7月］．

：．◎…＠．

禔D．i

．●．＠・．

D口．＝．．

｝ 怐D ●

アヅア危機前より

パワーーステアリング［96年9月］

．●．＝◎．．：

?

．●』：◎ご．

禔D

．　．．
●．◎．．．口．．

1●． ●

輸出

Aジア危機以降は

}レーシア生産分の

X割を輸出

サンベンションシ』イント［％年9月］

●．

D◎

　．●
@　◎．．
D口1．口：

：．　一＝ ．●．・◎

E．

．●． ●

等速シ冨ント、ロアーボールシ』イント ．口． ．□…、．
．一 ：口．

ワイバーアー”ム、エンジンコンピュータ、エアコン、アンプリファ

Cア、フラッシ曳一リレー、アンテナ、ハブ
口 ．日

．一 □

ハブ及びナント、フードロック 心
P…：：｛ゴ：．． ：．＿

口

［B社拠点］

ラジエター、シートカバー、ゴムマット［85年］ Fム1、 1．．ム．1．「
．．・｛ @．

：∵ム： ：．1△買

△

電装品 ⑥昏 △

クラッチ i；：α 、：1◎・：… ．滑二’； ：：｛◎：…：：△／

△

ステアリングギヤ
宦F：i

Pコ1：

．；…σ：

F｛コ・

．　．　　．

．◎：．：「□．．

B社現地企業グル

[プは海外部品メ

[カー18社（内16

ﾐ鉱B社系を主
ﾆすろ日系メーカ

[）より技術供与

��ｯ広範な部

i生産実施

サボーースフリングサスペンタL ；・【ヨi．．．．日・

．：．一 、、B
．．

ブレス加工部品（ホイールハウス、リアフェンタし、フード

Gッジアツ小一ロア）
禔F．： ．1口．：．．←∴：、．： G璃．T

［C社拠点］

ニツブル ．：○：‡．○．．．．
．「一 ○

スホーク U．． ’○：．

．｝ ○

計器盤 ﾐ ．・
：＿ 10：

二輪車：用部品 ○

ハンハー、インハネ等樹皮部品 昧：
＝．ﾂ 一

鴎．．

［D社拠点］

ドアパネル

．：：Q：ii：・．

堰G恥．・：

．＿．

ステアリング
1：白…：P．：〔｝：．：‘

D一．
』：1 F1巳・

従来の各国個別の国民仕様モデル（国民車）を想定し，

部品製造拠点の国内フルセットでの形成を念頭において，

ひたすらに裾野産業育成を広げ自動車国産化を目指す，

自動車製造業の育成政策の方向を見直す契機となってい

る。

　②完成車メーカー別の域内分業戦略

　図表1（A）群がら，ここでは，完成車メーカー別に，

ASEAN　4地域における部品相互供給戦略を概観する。

次いで，各メーカーの同戦略における，各国の位置づけ

に基づいて，各メーカーがASEAN各国の部品製造にお

ける優位性をどのように評価しているのか，まとめたい。

　まずA社では，エンジン生産については，タイにディー

ゼルエンジンを，インドネシアにガソリンエンジンをそ

れぞれ集約化させている。A社では，こうしたエンジン

生産におけるタイーインドネシア間の相互供給＝分業関

係を軸に，マレーシアからの部品供給（アジア危機以前

から輸出を開始していたステアリングギアおよびステア

リング），およびフィリピンからの部品供給（アジア危

機以前から輸出していたトランスミッション，およびア

ジア危機以降輸出を開始した等速ジョイント，鍛造部品，

スイッチ部品）を加えた，ASEAN域内の自動車部品の

域内相互供給計画を展開し始めている。

　B社では，ピックアップトラック用部品について，タ

イとインドネシア相互間で分業関係を構築することを軸
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図表1（A）（4）フィリピン拠点からの輸出活動（1／1）

日系企業グループ別

A出部品名
mカッコ内は当該工場の生産開始時期］

．嘩㍉く・ヒ1

米国

べ轡、

_教、

P，：正・’1ア爵

轟轟、ン

b濠　　パ　　ル，　　　　、

冝@　・：；，；蓉

露 中国

事ヲカ

畢 騎
あ他

構

［A社拠点］ ．嘗、　　　　　　・・ 二蝿∵ ：ぐ照

トランスミッション／マニュアルトランスミッション

m92年］

1鳶熊、璽

　チ・建

梏堰G劇∵

斗帽ei・

C、ゆ攣、轟｛

～1：：iず

`∴

插

ジ丁
　　　』　」

@　轡
ﾄ愚獄

@　㌔占　㌔　3

◎ ◎

日本向けと南ア

?け◎は、98年
R～1月から輸出
J始トランスミッショ

唐ﾌ生産能力は

N産25万基に
ﾎして97年生産

ﾍ16万基

、さへこナ

@L

㌔瓢’

f∴

、、』騨㌔唾石

等速ジョイント［97年1月］

”　P　　r

A「「「

＠o

■＠も丁

㌔贈 ﾎ　「
丁㌧評　、、

@：～

掾A

等速ヅヨイント生産

¥力22万基に
ﾎし、97年生産
ﾍ5．5万基

蒼煬?け生産分

�謫燉A出に転

ｷ

鍛造品［93年］

ミい
◎1ρ

⑮璽、 懇歎「’ F）β・一

C、τ一、

奄P　ヒ　　、

コンビネーションスイッチ、コンビネーションメーター 」淳　・

黛。

錘…ご

⑲穏 b・、

ﾈ
晒：姻

国内向け生産分

�謫燉A出に転

ｷ

㎜ L守
眼 狽 癖嚇 ・9、

［B社拠点］ 卍｝，　㍉
’：F心

ゴ舷
㌔　ピ

ワイヤハーネス
ザ

△’

Eσ

．△’

a

△F
n 皿 論F △

カーラジオ ．A、 4 、△
b一 姦 △

トランスアクス’レ ムノ △’．
△ 幽 ム・ △

噛

中物パネル
o颪 ○撚’ ，○

･ 唄

ブレス加工品（ホイールハウス、パネルシェルフ、ラジエータ

[コアフラント、リアフロアー）、ベンチレーター、ヘダルウ

Fイスト

＠白 ◎o ◎o

一
［コ

［C社拠点］

四輪車用補修板金部品（フロントバルク～ソト＼パンバー

qLム）、メタルクレート部品［91年］

6’．弥疑

◎’

A嘱　・ bP A㌦1曲 ・轍・・凸

一

♂

○

売上の9割は日

{向一部は日
{経由で米向

インテーク・マニホールド、ホイール、コンソール、へρダル、コンノぐ

齧ﾊ 9 ◎1 ◎，
一

［D社拠点］ 1こ慰㍉ キ　，ぴ

マニュアルトランスミッション、同機械加工部品［71年］ ◎， 』適 ◎ 一 ◎

輸出中、

^イ向け32％、

苻p向け且8％

［E袖の拠点］
圭、

ピンクアップ用マニュアルトランスミッション［98年末］
◎※

僕 か
※生産の80％を

X9年より輸出計

マニュアル・トランスミッション ◎ ⑥ ◎ ㎝、 @　｝

に，マレーシアからの，多品目にわたる部品供給，およ

びフィリピンからのプレス加工部品の供給を加えた，新

規の域内分業戦略を展開し始めている。なお，B社は，

1980年代後半までは，台湾市場においてトップシェアを

保ってきたこと，および台湾に系列部品メーカーの進出

拠点等広範な部品製造拠点を集積させてきたことを背景

に，かつては台湾脅軸とした域内部品相互供給を展開し

ていた⑥。

　C社では，アジア危機への対応の過程で，従来の域内

部品相互供給＝調達戦略を大幅に変更，もしくは新規に

策定している。この点は，A社やB社等他社が，既存の

製造拠点をベースに新たな部品の域内分業関係の形成を

模索している動きとは異なる。また，C社のタイやフィ

リピン拠点からは，北米や日本向け輸出，さらには日本

からの北米輸出車への組み付け用部品や日本での新モデ

ル用部品の対日輸出，が実施されている。したがって，
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C社においては，部品輸出活動は，何らかの域内分業戦

略を念頭において展開してきたというよりも，経営環境

変化への柔軟な個別対応の結果として，実現されたと理

解できる。

　なお，C社においても，タイとインドネシアからの部

品供給が，一連の部品輸出戦略の軸となっている。台湾

拠点を含む，ASEAN地域内での部品の相互供給戦略に

おいて，タイはアジア専用仕様（アジアカー）乗用車向

けの部品大半の製造拠点と位置づけられ，インドネシア

は同アジアカーの車体部品および機械加工部品（工程）

の製造拠点と位置づけられ，両国への生産拠点の集約化

も図られている。

　D社では，タイ拠点からのエンジン鋳物部品，プレス

部品，KD部品の供給，インドネシアからの，ブレーキ，

ボディ，エンジン鍛造部品，マレーシアからのステアリ

ング，フィリピンからのマニュアル・トランスミッショ

ン（同部品の機械加工と組立），からなる部品の域内相

互供給計画を展開するに到っている。なお，D社の1990

年前後の時期における部品の域内相互供給計画には，イ

ンドネシアは組み込まれていなかったが，今回のアジア

通貨危機以降，インドネシア国内向け供給の振替え輸出

が行われ相互供給戦略に入ってきた。

　E社では，アジア戦略車もしくはアジア専用仕様の多

目的車（AUV）の各国別組立を中心に，タイからフィ

リピンへはディーゼルエンジン2500ccを供給し，タイか

らインドネシアへはエンジン鍛造部品を供給し，インド

ネシアでは，同国製のエンジン部品（鋳造部品や機械加

工品と予測される。竹野）を組み付けてエンジン組立を

行うとともに各国ヘディーゼルエンジン部品およびその

他各種部品（ブレーキ部品はタイ向けのみ）を供給し，

さらにフィリピンからマニュアルトランスミッションを，

台湾から各種部品を供給する，ASEAN　3ケ国＋台湾間

での水平分業として域内部品相互供給戦略を展開し始め

ている。なお，同AUV車の販売は，インドネシア，フィ

リピン，台湾で，ほぼ同じ時期の，1996年後半から既に

開始している。

　以上の各社別の分業戦略から各国別の部品生産におけ

る優位性を整理してみると，タイは，A社およびE社

ではディーゼルエンジン2400cc－2500ccクラス，　A社，

B社，C社では，アジア専用車向け部品およびプレス部

品，B社樹脂成型品および内装品，　C社やD社ではKD

部品である。インドネシアは，A社ではガソリンエンジ

ン1800cc，　C社やD社では，エンジン鍛造部品，　C社で

エンジン鋳造部品および機械加工品，E社ではディーゼ

ルエンジン部品，である。マレーシアは，A社ではマニュ

アル・ステアリングおよびパワー・ステアリング，B社，

D社でも，ステアリング部品となっている。フィリピン

は，A社ではトランスミッション，鍛造品，等速ジョイ

ント，B社ではプレス部品となっている。

　総じて，販売台数の多い，タイは，ディーゼルエンジ

ンおよび同部品，プレス部品の重量部品の供給拠点とし

て，また，人口規模が約2億人（1998年）であり潜在的

な市場規模の大きい，インドネシアは，ガソリンエンジ

ンおよび同部品の供給拠点として位置づけられている。

このタイとインドネシアとにおけるエンジン生産を中心

に，マレーシアはステアリング・システム全体および同

部品（ステアリングギア）の製造拠点として，フィリピ

ンはトランスミッションの製造拠点など，精密部品＝高

付加価値部品の供給地として位置づけられている。ちな

みにこうした分業関係の大枠は，1990年前後の時点で，

A社が計画していた部品の域内相互供給計画の概要とほ

ぼ付合する内容となっている（A社の「●」，「○」）。

　なお，ここに国ごとにまとめた部品は，域内向け戦略

部品であるのみならず今後，対世界向け輸出部品（グロー

バルニッチ）として，各国の自動車部品育成政策におい

ても，重要視されるべき部品の目安となると考えられる。

　③部品メーカーの部品輸出活動

　図表1（B）は，1997年後半から1998年末までの時期

における，日系自動車部品メーカーによる，ASEAN4

拠点からの部品輸出実施事例について，国別（T：タイ，

1：インドネシア，P：フィリピン），部品メーカー別

（「い，ろ，は…・」社）に，その輸出先（主要なもの

「◎」，その他輸出先「○」，および輸出計画先「※」）を

示したものである。

　図表1（B）から，日系部品メーカーのASEAN拠点

からの部品輸出の特徴点をまとめてみると，第1には，

同部品輸出は，先にみた日系完成車メーカー以上に，現

地国内販売不振を補完することを目的として実施され，

対日輸出を中心とした，現地国内向け供給分の振替え輸

出である点である。

　すなわち，図表1（B）で取りあげた部品輸出案件56

件のうち，38件までが，対日輸出を含んでいる。特に，

タイにおける部品メーカーについては対日輸出のみであ

り，他のASEAN諸国への部品輸出の事例がない。した

がって，ASEAN現地からの部品輸出は，その多くが，

日本側による現地支援的な，現地製部品調達活動に対応

していたことを示していることになる。日系「自動車メー

カー各社は，（1998年以降一引用者）ASEAN製部品の

調達拡大を『現地工場テコ入れの緊急避難的暫定措置』」

とするなど，日本側の現地製部品の輸入拡大の狙いを

「いずれも経済危機の影響で操業が低下している現地部

品工場のテコ入れ」においていた（η。

　第2には，アジア通貨危機の結果，価格が急上昇した

日本製輸入部品を域内製部品により代替する日系メーカー
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　　　　　図表1（B）　日系自動車部品企業のアジア危機後の現地拠点からの輸出活動

（！997年後半から1998年末までに発表された状況に基づく。◎主な輸出実施先，○輸出実施先，※輸出計画先。

部品名
企業

ｼ
現地の生産・輸出活動

nド

^、’己コ、
米国 穿惨 骸・

E豊ア

量夢

霧 錆 中国

事ヨカ

裏 騎
あ他

儲

ギアシフトフォーーク
いT 日本から移管 癩

自動車用加工触媒 ろT
輸出比率向上計画

R0％から90％へ
※

叉　ヒ己

ランフ用金型 はT 濾 ※ 他＝インド

カーエアコン用コンプレッサ

[
にT

目本塁代替輸出基地

ｻ
r㌦ ｲ・1／で ※

カーエアコン、電装部品 ほT
98年度の輸出比率は

P8％

ーヒ∴＝γ’、　7

、・臨ヒ・㌃　「

G∫＿

・＝、喉’ヅぞ’13’1ζ、

工　「

○ ○
欧＝網司

ｼ＝ブラジル

キャニスター へT 日本から移管 ・癬
b・∈「 @’鴫　’

．、）墾

一 とT 98年から輸出開始 轡
～b「

’一ぐ ‘二罵隷 f　占

緩衝器 ちT 98年から輸出開始 の ○
／　　　「

華　．

ウォ一丁ーホンフ りT
98年8月より生産中の

ﾎ日輸出比20％ ρ 》㌧
b

属

㍊げ≡セP

こ、　：タイ

鋳物部品 ぬT 98年9月より輸出開始 ．◎ モ バ　、b ‘　」

パワステポンプ ぬ’「 米製をタイ製に転換
bヒ

V等 F　　‘‘＝　　「

F，

寧レヒい
○

シートファブンク るT 日本から移管 ◎ ○ 中東＝トルコ

シール部品 をT
日本から移管

X8年1月より輸出開始

め‘　　　P〆！
A・・よ，ψ

ﾙ丁

ギ’ ∵べ

電装品 わT 98年初より輸出開始 1か
＝ど　、■

プレス金型 か’r 98年初より輸出開始 ○ ○

タでヤ よT ド◎ ※ O
lCフラッ三一ルー等 たT 日本から生産移管 ※

㌧　P　ヒ，

ず　「1ラ』

「“　「　　「　　－’

@㌧下・｛　・

4WDエンヅン部品 れT 張 ヴ　　　　　，

パワステポンプ そT

98年1月より輸出開始
A出比率を3（1－5〔〕％に

ｷる計画

㌶，，奔 3　　、

l・㌦■ @　’丁

○

クラッチ、ドァフレーム つ1 98年秋輸出開始 ㌔α O ㌔　　一
．≒

ブレーキバント、

uレーキ部品

ね1 98年中輸出開始

Cンドネシアに拠点集約

◎・㌔一
ギ

鋳物部品（シリンダ刈

t㌦リアデでスク）

な1

一　　　　　〇

tンフ、ミラー ら1 ．※

計器、タンク類 む【 日本向けIO％

^イ向け80％
O ※ ＠5

一

緩衝器 う1 三士率向上向け※
占

　O　　　　　　　　　　　　　　　　　o
純Cパー・モーター、ハワー

Eでント」モーター

イ1 98年末輸出開始

ﾎ日輸出軸

⑪ ※ Q一 つ の’

フライホイール、リングギ

A、ロッカーアーム

の1
巌ヒ翠つ

F、団 @　L

一“》累

「ヒ　／　m

タイヤ お1 、※ ○、 、へ購、＝
P“

堰@　　、
※

ワイヤー・層ネス く1 o 「’P’　　、

カーエアコン に1 地域輸出拠点化※ 楽
一 ※ ※

小物プレス部品（ホース

Eぐンドなど）

や1 o

エアコン，ラゾェター、プラ

O、オルタネータ

ほ1 ○ 一 o FO、
丁　AL　　玉

排ガス触媒用・江カムセ

宴~ックス担体

劃 生産中対米輸出70％
ワ

◎ ○ ・　　一
’℃ ｦ　く

蓄電池 け1 ※ 一 ◎ Q Q ○

ホーン ふ1 O ，Q
津

熱間鍛造品 こ1 全量輸出向け生産 ＠．

タイヤ よ1 輸出比率、97年19％、

X8年30％

○ ○

の戦略に対応して，部品の域内輸出が，実施されたこと

である。

　すなわち，図表1（B）で取りあげた案件のうち，約

2．5分の1に当たる15件は，ASEAN域内への部品輸出

を含んでいた。ただし，この15件の域内部品輸出の事例

は，インドネシアおよびフィリピンからの輸出からなり，

タイからの輸出はない。したがって，域内部品輸出は，

主にタイ拠点からの，日本製等域外製輸入部品の域内代

替を目的とした輸出活動と判断できる。他方でインドネ

シアからの域内部品輸出先としては，タイ向けが主要で

ある。

　第3には，部品輸出が，主に日本からASEANへの生
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図表1（B）　日系自動車部品企業のアジア危機後の現地拠点からの輸出活動（つづき）

伝導ペルト えi 国内向け

ワイヤー月一ネス て1 全量輸出向け生産 ◎ ○

シート部品 あP 97．9生産開始 0 O O 0 一

自動車用リレー部品 さP 98．2生産開始
へ． _ルブラケット、サスへ。

塔Vョン

きP 日9割から対アゾア7割

ﾉ輸出先転換

O O Q ○ 一

アルミホイール ゆP 70％は対日輸出 ◎

自動車用シート他 めP 70％は対日輸出 ◎
カーエアコン、スロットルホ．

黶gAイ、インテークマニホール

h

みP アヅア太平洋各国に輸

o実施

○ O o“、 o 一 O ○

アルミホイール、インテーク

}ニホールド

しP 輸出比率50％ ◎

コンデンサー、エハポレー

^ー、カーエアコンシステム

えP 輸出比率40％ O O σ ｝
ソィリヒン

シートベルト、エア・“ンクの

齦舶舶i
ひP 98中生産開始 ※ ・※

L

求 く㍉こ

メーター、カーエアコン ほP
P，

ｱ 10 ◎ O ’　一■

自動車用スイッチ及び

ｯ部品

とP ρ
b　　電　戸F

エンゾン制御用電子

ﾋ
もP 全量対日輸出 ◎

プレス金型、プラスチック せP ほぼ全量輸出 ◎・ 、㍗’

㎜ すP 全量対日輸出 ◎
ご　　に

ワイヤーハーネス てP ㌧　　、

プレス金型 んP ○

」』：

乗用車用ラジアルタイヤ ロP ※ o ◎ ’O 乙■ ’O ○ ○

部品名
企業
ｼ 聴・憧輸出活動　黒 喬 孝

多峯怪
風口 望邑ン

ム藩 錆 嵩

帝冒力

炭 婚
あ他

備考

注）上記記述は1998年初めにおける内容を示している。特に，98年5月に政権交代があったインドネシアについては旧政権下

　の状況を示していることに留意すべきである。したがって、上記表は、97年の通貨危機に対する日系各社の，比較的早い
　時機の対応を示したものと理解することが適切である。マレーシアについては，原資料が完成メーカーのみであったので

　記載していない。
原資料）各社広報資料、日本自動車工業会資料、および1998年10月までの各種報道。

出所）FOURIN『1999年　アジア自動車産業』1999年1月，に記載された内容および記述に基づき，作成した。

産移管を伴って行われていることである。

　すなわち，図表1（B）の部品別の「現地の生産・輸

出活動」の欄に，「日本から（生産）移管」や「全量輸

出」，「日本製代替輸出基地化」，「米製をタイ製に転換」，

「地域輸出拠点化」という記述が目立ち，またその高い

輸出比率から分かるように，当初から日本もしくは第三

国への輸出を目指してASEANへ生産移管が図られ，事

後，部品輸出が本格的に行われるに到っている。

　以上まとめてみると，アジア通貨危機以降の部品メー

カーの部品輸出活動は，一方で，現地拠点への救援的な

活動の一環として実施されたものであるととともに，他

方では，アジア通貨危機という通貨レート急落に伴う，

ASEAN側での製造コストの低下を活用するための増資

戦略に対応して発生したものといえる。

　特に生産移管に対応した部品輸出の実施事例は，部品

製造拠点のアジア進出動機が，従来の国産化への対応

（「ドメスティック・ニッチ」）よりも，国際競争上の優

位性を確保すること（「グローバル・ニッチ」）に変わり

つつあることを示すものである。こうしたグローバルニッ

チ化の動きは，ASEAN各国政府側にとっても，部品製

造業拠点の誘致や育成の重点が，国民車製造を核に国産

化率を高めるための裾野産業部門誘致一辺倒の状況から，

仮に完成車の国産化はできなくても，国際輸出競争力を

持ち得る，特定部品の製造に特化するような，多様化の

方向へと転換することを示唆している。

［2］．日系自動車メーカーの現地拠点支援活動

　①緊急的支援活動

　図表2は，アジア通貨危機後のASEAN進出現地拠点

への支援策について，日本貿易振興会が，日系自動車メー

カー5社に対して，1998年12月時点で行った聞き取り調

査の内容を紹介した記事にもとづき，その内容を表に整

理したものである。なお，図表2における5社は，図表

1（A）における5社とほぼ同じ構成である。

　図表2に示すように，アジア通貨危機後の現地拠点に

対する支援戦略としては，前述の現地拠点からの自動車

部品輸出の他にも，現地製完成車の輸出，アジア現地へ

の運転資金の融資，現地国産調達比率の引上げによる日
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図表2，日系自動車メーカーのアジア危機への対応（1998年12月上旬現在）

1社 H社 皿社 IV社 v社
①完成車 ①輸出総額 1一　　出 1ASEAN拠点製完 ①ASEAN拠点製 lASEAN拠点製完
輸出、部 一タイから、97年の97 一タイから豪向けビックア 山車輸出の全般的 完成車輸出の全 成車および部品の

品輸出 億パーツから98年は ップ輸出，98年から， 拡大， 般的拡大， 輸出の全般的拡
140億パーツに倍増を 日本からの輸出の振り 一タイからの輸出実 大，

計画．． 替え，新規． 施新規． 一スケール刈ット確保の

①完戎車輸出 一99年には年13～14千 一インドネシアからの輸 ための輸出活動展

一タイから、中東・インド 台計画， 出99年より計画， 開，

向け輸出を実施，新 1。品輸出 新規， 一インドネシアからマレーシ

規 一タイから日本向けディ←ゼ 一フィリヒ》からの輸出 ア向け完成車輸出、

一タイから、豪、Nz向け ルエンジン，年15千 99年より計画、新

を99年1月より実施， 台、新規、 規
新規， 一タイから欧州向け殆一一ゼ

危・饗

①部品輸出一タイから、ボディーバネ ルエンジン、年15千
艨C新規，

の対応策

騰
ルを、年7千台目を対

坥A出，日本製造代

ﾖ、日本二目出車に

gみ付肱

　資の実施
黹^イへ実施，インドネシア、

@フィリピンへ計画，

R現地調達による日本製

2　資の予定はなし。 ②増資は、98年末
@時点では検討中．

2増資は、経営基盤
@強化のため実施，

③現地化 ②増資の実施 部品輸入代替＝国産化 3イ拠点を重点に生 ③設備更凹ませず． 3マレーシアにおいて、

比率引 一98年3月にタイ現地 率引上げ 産設備を更親 国産化率の引上げ

上げ 拠点への増資により 一既存設備の向上 を検討，

　子会社北，経営強化，

B日本町部品輸入代替 ④正社員解雇なし．，契約 4人員肖1脚）実施， ④従業員に到る人員 4マレーシアにおいて、

④人員削 の現地調達、 社員契約更改せず削 削減を98年末時 人員削減により合

減 ④全体の6分の5の正社 減．生産部門で30％の 点で検討中，5割 理化，人員を4割

員解雇なし，同6分の 人員削減 から7割の大幅 削減

1の契約社員契約更 一自宅待機， 肖ll減を検討， 一日本への研修派
改せず削減， 一日本での研暖 遣，

○タイを中心に部品の域 O乗用車はタイ、商用車 ○タイの生産拠点を ○乗用車はマレーシ

内補完体制を構築， はインドネシアという2 中’削こ、域内市場 ア、商用車はインドネ

○刈CO 軸の域内分業体制， 向けの乗用車生 シアという2軸の域
対アジ

一98年2月、タイ政府よ

@り申請受理．政府間で

一ASEAN＋台湾で部
iの域内補完体制構

産体制強化同地

謔ﾅの乗用古市

内分業体制，

ア は共通受理 築． 場競争に対応．

地 一99年5月、ASEAN OAIOO
域戦略

認可。 一98年2月、タイ政府よ

關¥請受理，政府間で

ﾍ共通受理，．

一生年5月、ASEAN
．認可．．

生産状
○タイ拠点の生産

黷Q直を1直で生産，一9

W年1－9月期は前年同

○タイ拠点の生産

黷P直で生産、一98年7月現在、稼働率

○マレーシアでの生産

@の落ち込みは少
@なかった，

況 期比30％， 50％以下， ○インドネシアは比

較約好調，

注）AICOはASEAN産業協力計画の略。
資料）日本貿易振興会「通商弘報」1998年12月14日付の記述にAICOに関する情報を追加して整理した。

本製輸入部品代替，現地従業員の日本国内研修による雇

用維持，等が実施された。全体的として，．現地拠点に対

する支援戦略は，国内販売不振分の輸出販売による補て

ん，運転資金の融資による当座の流動性確保，日本製輸

入部品代替によるコスト．の引き下げ，および日本での研

修への派遣による雇用維持など，おおよそ応急処置的な

活動が主要であった。

　また，「東南アジアの部品メーカー主要約70社に対し

て資金繰り面での支援」として，トヨタ側が原材料を購

入し部品メーカーに支給しトヨタへの部品納入時に原材

料代を部品納入価格から清算する措置，既存の部品メー

カー内の設備を一旦トヨタ側が買い上げ以降リースバッ

クする方式，決済の即金制等の対策を実施している⑧。

　日系自動車メーカー8社は，タイの部品メーカー60社

に対して，．1998年に総額30億バーツの運転資金融資を行っ

ているが，現地側は国内販売分の輸出「シフト」によっ

て稼動率を回復し，1999年中には，59社が，トヨタの支

援した15社中の1社を除き，運転資金融資の返済を完了

するにいたっている（9）。

　なお，こうした支援活動においても，部品輸出活動に

おけると同様に，タイ拠点に対するものが主要であった。

また，「ASEAN地域向け戦略」としての回答も，「タイ

を軸とする」としたものが主要であった。

　タイ拠点への資金的支援策としては，1998年上半期ま

でに，主に日系合弁企業に対する日本側の追加出資が行

われている。増資は，「タイ側が資金不足で増資に応じ
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られず日本側がやむなく」出資する場合もあるが，「輸

出拡大のための設備投資」等，日本側の積極的な出資も

指摘されている。1998年6月時点までに，タイでは合弁

先に対する日本企業の増資の結果，三菱自動車では，日

本側の出資比率が48％から98％へ，本田技研では同37．7％

から88．3％へ上昇している。またトヨタは，1999年5月

に，タイの合弁のエンジン製造会社への出資比率を40％

から80％へ，また同販売会社の出資比率を18％から39％

に引き上げたω。

　②輸出支援による稼動率維持活動

　こうした戦略上のタイ重視の背景には，タイが東南ア

ジア最大の市場であること，したがって自動車製造拠点

が集積していたことが考えられる。そのため，アジア通

貨危機後のASEAN現地拠点支援において，タイ国内市

場に代替する販路を確保し，タイ現地拠点の稼動率を回

復することが主要となった。

　アジア通貨危機以降のタイ拠点からの，完成車輸出の

拡大を示したのが図表3である。

　アジア通貨危機以前の1996年時点では，タイにおける

「みなしの総生産台数」（11）のうちの僅かに60分の1が輸

出に当てられていたに過ぎなかったが，アジア通貨危機

以降，総生産台数に占める輸出割合は，1996年の2．3％

から，97年10％，98年32％，99年36％に達し，さらに

2000年には39％に達する見通し（2000年1月末時点）で

ある。その結果，2000年には，国内販売台数だけでは，

1997年の販売水準を回復できないにもかかわらず，輸出

を加えた総生産台数では，1997年目水準を上回り，ほぼ

1995年の総生産台数を回復すると見込まれている。タイ

ではアジア危機以降，輸出販売の拡大によって完成車生

産の稼働率を補完し維持するに到っている。

　日産やいす“では，1999年から既にタイからの豪州向

け完成車輪出を本格化させるなど，タイは，アジア通貨

危機後，日本，韓国に次ぐ，アジア地域で第3位の自動

車輸出国に転じている（12）。

　2000年に入ってからも，日系各社はタイ拠点からの輸

出拡大を計画している。

　すなわちトヨタのタイ拠点における輸出計画は，2000

年では，インドネシア向け4500台（乗用車「ソルーナ」

のノックダウン輸出），豪州向け1万6，500台（1トンピッ

クアップ），シンガポール・ブルネイ・スリランカ向け

850台（「ソルーナ」）を見込んでいる（’3）。なお，タイか

らインドネシアに輸出されるノックダウン・セットは，

タイ国内で生産してしる乗用車「ソルーナ」をアジア仕

様乗用車として，インドネシアへも供給する戦略に対応

したものであり，同輸出は2000年3月より実施された。

なお，同ノックダウン輸出は，アジア通貨危機後に，A

SEAN産業協力計画（AICO）における域内輸出として，

許可されており，輸入関税が0～5％に減免される見通

しである。

　タイ拠点からの日系各社の，2000年における年間輸出

台数見通しは，三菱目工7万台，トヨタ1万8干台，い

す“1万台，本田技研7千台，日産4千台である。さら

に，2000年からは米国系のタイ拠点からも完成車輪出が

予定されており，GMは，年7～8千台，フォードーマ

ッダは，年6万5千台の輸出を2000年には予定してい
る（1％

図表3　タイにおける自動車の生産販売台数（台）

700，000

600，000

500，000

400，000

300，000

200，000

100，000

0

一 ■　　　　　　曹覧A出台数

麹蒼熹ﾌ売台数
一

一

’

一

一

…
95 96 97 98 99 2000

95 96 97 98 99 2000

国内販冗口 571，580 589」26 363」56 144，065 218，330 280，000
出台 7，208 14，020 42，218 67，857 121，498 182，000

口言 578，788 603，146 405，374 21t922 339，828 462，000

資料）調査会社オートモーティブ・リソーシズ・アジア

出所）「日本経済新聞」2000年2月7日付。
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　　　　　　図表4r　ASEANによる自動車部品の域内分業政策対ナショナリズム

OASEANの政策と各国の対応：

ASEANの政策 各国の対応：

ASEANカー構想（1971導入） オイルショック、輸入代替工業化

ASEAN自動車補完計画（1981承認）
国産車政策（82マレーシア）、エンヅン国産化政策（86

^イ、インドネシア）

BBCスキーム（1988発効）
88，10三菱自、90．11日産・トヨタを認嵐還付進ま

ｸ。

AICOスキーム（1996．10発効） アシ㌢通貨危機後まで進展せず。

OBBCとAICO一実態技術移転柔りも資本支配の強化による技術国産化

項目

蜘
BBC AICO

製品の国産門下制 勧 50％以上 40％以上

現地出資比率規制 規制追加 なし 30％以上

0「AICOスキーム（1996）」の実施状況〔図表4〕

1996．11から1998．4まで
申請総数22件、

､ち「認可」2件、「却下」2件、他18件

アヅア通貨危機後（99．6）

AICO都田1帳壁→トヨタ、ホンダの認可。

i1）．出資比率規制は2000年末まで凍結。

i2）．申請受理後の審査期間短紙

@　→60日から45日へ。

○マレーシアの国内自動車産業保護のうごき。

　　一自動車関連CEPT実施交渉結果：全体2003年、マレー2005年に。

　③現地生産基盤の支援活動

　タイからの完成車輸出において，振替え輸出が主要目

的であるとするとすれば，タイ国内市場が回復すると輸

出は減少に転ずるはずである。しかしながら輸出は，

2000年に入ってからも拡大を続けている。

　ところで，タイの自動車生産能力は120万台（1999年）

に達している。これは1996年のピーク時の，タイ国内販

売台数59万台の約2倍，2000年の同販売見通し28万台の

約4倍に当たり，タイの自動車生産設備は「否定しよう

のない過剰感を抱えている（サイアム日産）㈲」。

　これに対して，三菱自動車のタイ拠点は，1999年には，

タイ国内生産6万7千台の6割にあたる4万台を輸出に

向ける一方，2000年はじめには，同社のラムチャバン工

場にラインー本を増設し月産1千台分の生産能力の増強

を図る，拡大戦略をとっている㈹。

　タイからの完成車輪出は，応急的な振替え輸出段階か

ら，本格的な輸出段階へと発展している。

　確かに，アジア通貨危機後，円およびドルに対する

ASEAN通貨安状況が続き，　ASEAN製品価格が相対的

に急落し，ASEAN拠点からの製品輸出は有利な条件に

ある。しかしながらASEANの製造拠点は，本来，国内

市場向け拠点であることから，品質面では依然，輸出競

争力をもつものではない。また「輸出車両のタイ国内調

達率は3割程度に過ぎない（17＞」のであり，価格の高い輸

入部品に頼った状況にある。

　したがって，日系完成車メーカーでは，1999年下期以

降，従来の応急的な支援策ばかりでなく，輸出戦略の本

格化に対応する品質水準の向上にむけた，現地拠点の指

導や育成を開始している。

　トヨタは，タイの拠点については，輸出シフトに対応

した現地拠点の育成活動として，現地ベンダー企業に対

して，生産管理の達成度目標値を提示する「期待値活動」

を2000年始めから導入している（’8）。同活動の目標値は，

たとえば品質に関して，不良発生許容率を現行の百万個

中300個から100個まで向上させる，といったものである。

その他，価格，納期，開発力，経営力の計5項別目につ

いて，半期ご．との目標を提示する。サプライヤーの活動

成果については，年2回の現地サプライヤー総会で，優

良企業を表彰するとともに，問題企業へは自力改善勧告

し（「イエローカード」の発行），それが2回に及んだ場
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図表5　タイ国側資料からみたASEAN産業協力計画スキーム申請案件の認否状況（1998年4月初現在）

　注）企業内域内分業に対応して域内貿易が行われたとしてASEAN産業協力計画（AICO）適用の認可を受け

　　ると，関税率は0－5％に引き下げられる。「各国申請受理日」の太字表示は，最初の申請受理日で，AICO

　　の審査の開始日とみなす。

　凡例）濃い塗りつぶし案件は，AICOが認定されたもの。薄い塗りつぶしで「結果」欄の※は，アジア通貨危

　　機後の経済不況深刻化の中で，ASEAN側が遅れていた認可を急遽行った事例。

　資料出典）日本貿易振興会「通商弘報」1998年5月14日付，同1998年4月23日付，2000年3月21日付。

　原資料）タイ工業省の1998年4月12日付資料。

（1／2）

　　メーカー名

mタイ側一相手国側］

@　（業種）

関係国
　各国
¥請受理日

　共通
¥請受理日

国別認可日 共通認可日 結果

　　　　　　　　几Jヤマーサンデン．
q鋤軸品｝　罫　　　　　　　　㍉　卜

タイ　’

fセンが駆ル・

　9乳4。＄

X7．4．拷6聾
@　　＼　　φ
@　蒙b’　　尊　　ご　急く　μド：・

v・P》’　マ・…

�@　b　　　　　　　　　　　　γ

　　、／．，巡

ｲ　・揮9で15顯1聴

鉾鵡認い
ｮ篤雛衝、騰㍉

@　》ミ籍’まう・

膨、、」　　　くンρ8ら4・2＄

　暁鍵矯鱒、
A騰舞　供通認屠輿から14　・臼以内）

松下電器弟トプ　　”

i扇風機及び部品）

タイ

tイリ劉ン　：

}トシア　識インドネシア

97、n．2董丁97．7．10　n・｛蓑7．U．2曾

X乞　3．221

　　　．、男藻

X7・U・29
@　　砂，萎ごひ．・　　噛

器讐灘講1、擾1、

^4、　3恥浮P，’

　　　、、　　P

A臓｛購定型発行

�A（糊瞬脚か
ｿ鷲綴玉璽）’

“デンソー

i自動車部品）

タイ

}レーシア

96．12．24

X7．　9．　3 97．　9．　3

97．12．　9
i未決） 未決

未決最初の申
ｿ受理か既に1年
E1カ月が経過

デンソー

i自動車部品）

タイ

Cンドネシア

96．12．24

X7，　8．14
97．　8．14

インドネシアが

X7．Il．29却ド
却下 却下　・

デンソー

i自動車部品）

タイ

¥ィリヒン

96．12．24

X6．　9．　9 96．12．24

97．12．　9
i未決） 未決

未決最初の申
ｿ受理か既に1年
Vカ月経過

インドヘット社一1γrイ

塔hネシア・ンンセミック

i自動車部品）

タイ 96．12．24

X7．　3．　3 97．　3．　3 未決 未決
未決最初の申
ｿ受理か既に1年
E且カ月経過

トヨタ

i自動車）

タイ

tィリピン

98．　2．　9

X7．　8．13
98．　2．　9 未決 未決

※99年末時点ま

ﾅに認可済。
トヨタ

i自動車）

タイ

}レーシア

98．2，　9

s明
98．　2．　9 未決 未決

※99年末時点ま

ﾅに認可証。
トヨタ

i自動車）

タイ

Cンドネシア

98．　2．9

X7．　8．14
98．　2．　9 未決 未決

※99年末時点ま

ﾅに認可済。
Q000年3月より
A出開始

ホンダ

i自動車）

タイ

¥ィリビン

97．　9．12

X7．　7．11
97．9．置2 未決 未決

※98年末時点ま

ﾅに認可済。99
N1－2月より輸出

J始。

ホンダ

i自動車）

タイ

}レーシア

97．　9．12

X8．　1．14
98．　1．14 未決 未決

※98年末時点ま

ﾅに認可済。99
N1－2月より輸出
J始。

ホンダ

i自動車）

タイ

Cンドネシア

97．　9．12

X7．　9、18 97．　9．18 未決 未決 未決

合，トヨタ側による直接的指導を行なうといった内容に

なっている。

［3］．ASEANによる自動車部品の域内分業政策の動向

　①ASEANカー構想と国民車政策，　BBCと国産化政策

　ASEANにおいても，　ASEANを地域市場とみなし，

共通の完成車モデルを設定し，部品製造を各国で分担し

あう構想が，「ASEANカー構想（1971年）」，「ASEAN

自動車補完計画（1980年に発表され，1981年にASEAN

経済閣僚会議で承認，）」，「BBC（ブランド・トゥ・ブラ

ンド・コンプリメンテーション）スキーム（1988年から

発効）」，「AICO（ASEAN産業協力）スキーム（1996年

11月から発効）」として，提起されてきた倒。

　こうした構想の背景には，ASEAN　5力国合計ならば

人口規模は約3億人規模（1990年時点）に達するが，各

国個別では市場の規模が，自動車製造業を組立から部品

製造にいたるまで「一国フルセット」でもつには，小さ

いことが上げられる。

　しかしながら，「ASEANカー」構想は，1980年代半

ば以降の，ASEAN　4各国の国民車政策（例えばマレー

シアでは1982年に発表）や，部品（特にエンジン）の国

産化政策（タイでは1986年から実施）のために頓挫して
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図表5　タイ国側資料からみたASEAN産業協力計画スキーム申請案件の認否状況（1998年4月初現在）（つづき）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1／2）
　　メーカー名

mタイ側一相手国側］

@　（業種）

関係国
　各国

¥請受理日
　共通
¥請受理日

国別認可日 共通認可日 結果

グッドイヤ

i自動車部品タイヤ）

タイ

}レーシア

97．　9．12

X7．　8．11
97．　9．12 却下

97．12．31却下

X7。11．25却下
、き、、

タ掌ll㍉

X猶シブ．きド・斌、き』』

_ζ給無，・

総懸
　輝槻ト漏斗，

ﾁ灘 ｫ勲遡ど
@　　　　b占

衷･‘瀞覗二郵　　　　’、叉P、、
ラン

・灘航〆碧鰯蝋∴．

、漁亭
1ド瀬高虻畿甑、諏・

・』 x骸避彫工纒隈 職も繍痴漏
ソニー

i電器）

タイ

Vンガホ』ル

97．　9．12

X7．10．　7
97．10．7

未決

X7．11．18
未決 未決

ヤンマー

i自動車部品）

タイ

Cンドネシア

98。　1．26

｢受理
未決 未決 未決 未決

タイスティールケープルーア

[ムストロングサイクルバー

c（自動車部品）

タイ

}レーシア

98．　2．17

X8．　2．11 98．　2．17 未決 未決 未決

ネッスル

i食品飲料）

タイ

}レーシア

98．　2。17

｢受理 未決 未決 未決 未決

いすゴ

i自動車）

タイ

tィリピン

98．　2．17

｢受理
未決 未決 未決 未決

三菱電機一リッボメル

R、ラインコール

i電機）

タイ

Cンドネシァ

tィリヒ’ン

98．　2．17

X7．11．21

｢受理

未決 未決 未決 未決

スウェディッシュアセンブリー

i自動車部品）

タイ

}レーシア

98．　3．11

X8．　3．16 98．　3．16 未決 未決 未決

グッドイヤー タイ

Cンドネシア

申請検討中

しまう。

　その後，1980年代後半に，域内の同一完成車モデル

（ブランド）の部品取引について関税を50％減額する

「BBCスキーム」が，三菱自動車に対して1988年10月に，

日産とトヨタには1990年11月に，認可された。これは，

日系自動車メーカーがASEAN域内の複数国に製造拠点

を持つにいたったことを念頭におきながら，その企業内

取引を関税還付よって優遇し，各国の利害が絡んで調整

がしにくい，域内における製造拠点の統廃合および集約

化を，企業戦略によって実施しようとするものであった。

しかしながら，「BBCスキーム」も，部品輸入国側の保

護姿勢や，関税還付が円滑にいかない等の事情から，実

効を上げ得なかρた⑳。

　②A℃0スキームの動向

　1996年11月からは，「BBCスキーム」と同趣旨の域内

関税還付制度である「AICOスキーム」が導入された。

「AICOスキーム」は，特定企業グループ内での域内部

品貿易について，域内貿易取引に課される関税を減免す

る措置で，域内部品輸出国における当該部品のローカル

コンテント率およびローカル出資比率という要件を満た

し，部品の輸出入国双方から認可が得られれば，

ASEANから同スキームの認定証が発効され，事後的に

当該関税を還付する制度である⑳。

　「AICOスキーム」では，「BBCスキーム」とは異な

り，対象業種が自動車のみから全製造業へ拡大されると

ともに，ASEAN現地化比率規制が50％から40％に緩和

された。しかしながら，新たにASEAN現地側の最低出

資比率規制（30％以上）が追加された。

　「AICOスキーム」の認定状況は，日本貿易振興会の

取りまとめた，1998年4月時点の資料によれば，図表4

に示すとおりである。1996年11月の導入以来，約1年半

の期間に，累計約22件の申請案件があった。しかしなが

ら，1998年4月時点では，申請のうち，認可はわずかに

3件のみであった。これに対して，却下が2件あり，残

りは審査が既に長期に渡り，実質上却下された案件，と

なっていた。すなわち，「共通申請受理日」から，60日

以内（約2カ月以内）に審査を行うことになっているが，

図表4に示す，未決案件ではその全てがこの期間を越え

ている。確かに，認可された案件でも，審査期間は4～

6カ月間におよんでいるが，少なくとも1996年から97年

に提出された案件については，この時点で既に6カ月以

上が経過している。

　アジア通貨危機後，ASEANは，　AICOスキームにお

ける出資比率規制（現地出資比率30％以上の域内拠点間

での貿易に限る）を2000年12月末までは凍結するなどの

認定条件の緩和を行ったり，「共通申請受理日」以降の

申請書類審査期間を「60日以内」から「45日以内」に短

縮したり，審査期間が既に長期にわたっていた案件を急

遽，認可する（図表4中の薄く色付けしたトヨタおよび

ホンダ関連の案件）など，同スキームの実効をあげる姿
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勢に転じている。

　また，完成車および自動車部品について，ASEAN自

由貿易地域（AFTA）の前倒し措置として実施される，

域内共通特恵関税制度（CEPT）による域内各国相互間

での関税の減免を，2003年1月1日から実施することを

決定している。ちなみにCEPTの一般的スケジュール

では，2002年1月からASEAN域内貿易金額の9割相当

にあたる品目の関税を減免する計画である。なお，

AFTAにおける域内関税の全般的廃止は，　ASEAN主要

6ケ国については2015年から，残り諸国は2018年からと

なっている。

　しかしながら，マレーシア政府は，乗用車生産につい

ては，従来からの国民車メーカー・プロトン社を軸とし

た国産化政策を再強化する姿勢を見せてきている。マレー

シア政府通産省は，2007年以降国内部品メーカーへの保

護を打ち切ることを示唆しながらも（22），他方で2000年5

月には，国内の部品メーカーに配慮して，完成車および

部品のCEPT適用ASEANの開始時期を，協議当初の

予定よりも遅い2003年1月1日まで延期することに成功

し，マレーシア自身については，さらに他国よりも2年

間遅い，2005年1月1日からの適用という，例外的な猶

予措置を確保することに成功している。なお，この

「2003年まで」という期限は，2000年4月にプロント社

が部品メーカーに対して行った，現行部品コストの30％

引き下げ要請⑳の目標期限と同じである。いわば，マ

レーシア側では，ASEANの自由化期限と同じ期限まで

に国内自動車製造業の強化を図った上で，さらに二年間

の猶予期間をおいて，ASEANの自由化に参加するとい

う，保護育成的政策を採っていることが分かる。

　また，マレーシアの国民車メーカー・プロトン社は，

2000年3月に，従来からの提携先企業である三菱自動車

と新たな乗用車の共同開発プロジェクトを立ちあげてい

る四。さらにプロトン社は，2000年5月には，エンジン

以外はデザインを含めて全て国産化した乗用車を，従来

の主力モデルに代わる主力車種として打出している㈲。

　ASEANによる域内国際分業圏の形成をめぐっては，

アジア通貨危機以前の，ASEAN諸国の経済の急成長時

代には，国内志向のナショナリズム相互間の対立が制約

要因となったが，同危機以降の今日においては，域内分

業を支持するナショナリズムと従来からの国産化ナショ

ナリズムとの対立が，新たな制約要因になりつつある。

［4］．部品の域内相互供給戦略の必要性

①「コスト・ペナルティ問題」

　自動車製造業を国産化することは，各国の政策当局に

とって，（1）製造業の基盤となる裾野技術を国産化でき

ること㈹，（2）主要な「物流」手段⑳の供給を国内的に

確保できることから，重要視される。

　日系自動車メーカーの対ASEAN地域向け直接投資戦

略は，従来，（i）現地政府の自動車国産化政策や国民車

構想への対応，（ii）現地国内企業（ナショナルな企業の

みではなく外資系企業を含む。現地国内に拠点を置き，

雇用機会を提供する企業。）に対する保護関税制度およ

びその他企業優遇政策の活用，（iii）組立工程を起点とし

た裾野・部品製造工程の暫時的現地移転戦略（トランス

プラント）の展開，から構成されてきた。

　しかしながら，こうした各国の国産化に対応した，製

造拠点の各国個別の立地戦略は，各拠点における，部品

生産の「規模の経済性」という側面から判断すると，不

採算な経営行動（「コストペナルティ問題」）であった。

　すなわち，ある自動車メーカーの場合，日本拠点国内

における同種モデルの生産台数に対して，タイ現地の生

産台数は，1995年時点において日本の10分の1に留まっ

ていた。その結果，「日本に比べ10分の1以下の生産量

のなかで国産化計画が進められており，量産効果の発揮

できない国産化部品を組み込む結果，製品の高コスト化

は避けられないことになる」。さらには，「自動車部品の

最適量産規模はオルタネータ，スタータといった電装部

品では，年産150万台，コンプレッサー，エバボレータ

といったエアコン用部品では年産60万台，ラジエータや

ワイパーモーターも同じく60万台の生産規模が必要とさ

れる。これに対してアジア展開を最も進めている日本の

自動車部品メーカーであるデンソーのアセアン生産拠点

の生産量を合算してもオルタネータ，スタータで年産60

～80万台と，最適生産規模の半分程度でありエアコン部

品も70％程度にとどまっているのが現状である（列。

　②自動車部品生産を取り巻く経営環境の変化

　自動車メーカーの再編と自動車メーカーの多角的提携

の結果，グループ外から部品調達がなされるようになっ

た。米系メーカーによる日系メーカーの再編にともない，

車台およびエンジンの相互供給化・共通化が図られると

ともに製造集約化や電子ネットワークによる部品調達活

動がなされるようになり，系列外との競合も生じ自動車

部品製造をめぐるグローバル競争は激化している。

　また，自動車産業自体，その主軸分野が，「スマイル

カーブ」四にそって，従来の組立部門から，一方ではア

フターサービスやデザイン設計へ，他方ではモジュール

部品製造や素材部門へと移行していくことが予測されて

いる。自動車部品業界へ完成車組立メーカー自体が移行

したりや他分野からの参入が予想されるなど，部品製造

部門での競争そのものも，系列外企業，海外企業，他部

門企業，さらには他分野企業などとの間で激化している。

　さらには，自動車部品のモジュール化という製造技術

上の変化が，部品製造工程の形態そのものを変更しよう
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としている。部品のモジュール化とは，本来別々であっ

た部品をその機能単位に融合し一体化しようとするもの

である。

　ただし，現在までに進展しているモジュール化では，

複数の部品を単に組み合わせて完成車メーカーに納入す

ることが主要となっている。モジュール方式の部品の製

造および納入では，例えば，インパネに組み付けられる

計器や灰皿・時計等の部品を最初から一体化して運転台

部品モジュールとして納入したり，ドア・パネルに窓ガ

ラスやパワーウインドー装置，ドアロック，灰皿，内張

り等を組付けしてドア部品モジュールとして納入するの

である。換言すれば，サブアセンブリー工程を外注化し

ただけのものが主要であり，既存部品の機能融合はこれ

からの課題となっている（30）。

　モジュール化の欧米の事例の中には，完成車メーカー

が従来自社内でやってきたサブ・アッシー部門を，場合

によっては工場設備も人員も全く同じままで，書面上，

別会社にして分社化し，アウトソーシングする事例もあ

る。その結果，製造物責任の問題や，財務上や労務上の

問題を分社化した新規の部品会社へ転嫁することができ

る。部品メーカーからみれば，モジュール部品を組立・

製造する，1次請け部品メーカーと，モジュール部品を

構成する部品を加工・製造する，2次請け以下メーカー

への分化が促されることになる。

　ASEANにおいても，今後，モジュール部品レベルで

の世界的な競争が自動車製造業において主要となるとす

れば，完成車輪出の本格化を図る国においては完成車メー

カーを軸に，また部品輸出を図る国においては旧来のユ

ニット部品メーカーが再編成されたモジュール部品一次

メーカーを軸に，いずれも域内部品相互供給・貿易関係

を基礎とした，新たな分業体制の構築が図られると予測

される。

　③戦略的域内分業

　今後，部品輸出活動の本格化を目指すとしても，国内

向けに形成されてきた部品製造拠点を，一足飛びにグロー

バルな競争力を持った拠点に転換することは，自動車部

品製造業の競争が激化する中，困難になっている。

　アジア危機後の部品輸出活動にも見たように，日本本

国への輸出はもとより，一端，日本へ輸出し調整後再輸

出するなど，日本側の追加的な支援なしには，輸出は困

難な水準であった。例えば，日系のある自動車メーカー

では，1998年秋ごろの状況として，タイ製部品の対日輸

入に際して，「調達部品」の「品質問題をクリアするた

めに，日本国内の工場で加工してから組立ラインに運ぶ」

という対応策をとっていた⑳。

　また，国産化にそって育成された拠点は，既に進出企

業側からみると「規模の不経済性」をもっており（「コ

ストペナルティ」），少なくとも地域規模での整理統廃合

による拠点の集約化が必要となっている。

　部品輸出の活発化のためには，まず地域内部での企業

内国際競争を促し，リージョナル・ニッチを確定した上

で，その地域的な「規模の経済性」に立脚してグローバ

ル・ニッチ化を図るといった取組みが必要となるだろう。

デンソーのいわゆる「戦略的（域内一竹野加筆）分業」

が示唆的である四。すなわち，デンソーは，アジア各国

拠点での生産体制を，現行の「多種多様な部品供給」型

の「雑居ビル」から，集約化や特化によって「専門店」

化することにより，アジア拠点から「域内はもとより日

本や欧米にも供給する」ことのできる，「世界的な輸出

拠点」とする形の域内分業戦略を展開している。

　また，電子電気機器製造業の事例を自動車製造に適応

することは，部品点数，製品の重量や容量，および安全

性水準が異なることから，部品物流の条件や立地条件が

異なり難しいが，同製造業，松下電器グループの経営人

材を共有して域内拠点間の優位性を企業内競争によって

事後的に把握していく戦略倒は，各国拠点のリージョ

ナルニッチを明確化する上では示唆的であると思われる。

特に，軽量精密部品や電子部品の製造拠点の，リージョ

ナルニッチの問題の検討にとっては，有用である。

3．結論

［1］．ASEAN拠点からの部品輸出活動の進展をめぐる

　　課題

　今回アジア危機後の部品輸出は，部品の域内相互補充

計画に対応した輸出を意図していたものではなかった。

むしろ，国内供給を目的として整備した拠点を輸出へ転

換したものであった。

急搬麓懲懲灘論難雲量犠
出そのものおよび域内輸出を本格化させる契機となり，

域内部品輸出企業戦略や政策的調整では解決できなかっ

た，域内分業関係の構築や域内製造拠点集約化という課

題を解決していく端緒となった。

　今後も完成車および自動車部品の輸出を継続し，さら

に拡充していくことは，各国国内市場の狭隙さによる

「コストペナルティ」問題をを克服していく上でも必要

である。各国政府にとっては，ASEANにおける地域市

場の形成を促す，関税の相互減免策を確実に実行してい

くことが課題となる。

　また，これまで国内向けに整備され，保護的な政策を

活用することによって採算を保持してきた拠点を，グロー

バル・ニッチな輸出競争力をもった拠点に転ずるには，

技術や品質面の現地拠点の向上が課題となる。
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　他方で，自動車部品製造の集積や集約化の傾向は，タ

イに偏ったものになりがちであり，自動車部品について

は，域内市場の形成に向けた動きが，必ずしも「相互」

的な関係を促進することにはならないことが懸念される。

例えば，日本の自動車部品工業会会員企業の，アジアへ

の拠点進出状況や技術供与状況についてみても，タイ比

重が大きかったし，部品の相互供給計画の要になる，

「アジアカー」の組立拠点を，トヨタ，ホンダ，GM一

スズキ，Ford一マツダ，フォルクスワーゲンは，いず

れもタイに置いている。

［2］．展望一「戦略的域内分業」戦略の提起

　部品生産拠点の域内集約化（リージョナル・ニッチ）

によって，ASEAN地域規模で「規模の経済性」を確保

し，その基盤のうえにグローバルな競争力の育成を図る，

という戦略が「戦略的（域内）分業」戦略として日系部

品メーカーから提起されている。さらに日系自動車企業

のASEANにおける域内分業戦略（リージョナル・マネ

ジメント）は，アジア通貨危機対応活動を経て，従来の

域内相互補完関係の形成を目指すものから，グローバル

な競争力育成に備えた「規模の経済1生」確保にむけたリー

ジョナル・ニッチ化を目指すものへと，新たな段階に入っ

ている。

　こうした多国籍企業主導の傾向による国際分業参加

（ニッチ）志向の脱「国内フルセット型」工業化に対し

て，いかにして国民国家側が政策的な主体性を確保する

のか，そのためのカウンター・バランスを何に求めるの

かが，新たな検討課題として提起されることになる。
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　車部品の国際分業計画の事例検討」『都立工業高等専門学
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　史的背景』日本経済評論社，2000年3月，P．206（表6－4，

　表6－6）。

（4）「アジア戦略車」の仕様他概要については，加茂紀子子

　「国際分業の親展と自動車産業」『叢書現代経営学』第17巻

　1999年2月，p，191，および小林英夫『前掲書』2000年3
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（9）「日本経済新聞」2000年1月11日付。
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（13）「日経産業新聞」2000年3月21日付。
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　　商弘報」2000年3月29日付）。

（19）拙稿「資本と労働力の国際化…」『都立工業高等専門学校
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　　第17巻　1999年2月，pp．182－188。
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　　高等専門学校研究報告』第28号　1993年，pp．112。
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　　済学会編『経営学論集』第68集1998年9月。

（22）「日経産業新L聞」2000年4月13日付。

（23）「日経産業新聞」2000年4月13日付。

（24）「日本経済新聞」2000年3月11日付。

（25）「通商弘報」2000年5月18日付。

（26）『自動車業界』教育社新書等。
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　　中央公論社，1969年，pp．204。］），物流手段である自動車，

　　古くは畜車から馬車，貨車，船舶などの供給源を国産化す

　　ることは，政策上重要な意義をもつ。

（28）居城克治「アジアの経済発展と中小企業」『産業構造転換

　　と中小企業i叢書　現代経営学第5巻』ミネルバ書房1999年

　　6月，pp．258－259。

（29）原亮一「自動車部品産業のグローバリ月一ションと課題」

　　日本自動車工業会『JAMAGAZINE』vol．331999年8月，
　　pp．11＿12。

（30）『部品モジュール化の現状』アイ・アール・シー社，1998年。

（31）「日本経済新聞」1998年10月2日付。

（32）「日本経済新聞」1999年7月6日付。

（33）拙稿「人材開発，技術移転とリージョナル・マネジメン

　　ト」『名古屋工業大学紀要』第50巻1999年3月，pp．177－

　　118。



20 Bulletin　of　Nagoya　Institute　of　Technology　Vol．52（2000）

ASEAN地域における自動車部品調達ならびに

　　現地製造活動に関する研究文献リスト

※同問題に対する研究関心の推移が分かり易いようになるよう

　に，発表年順に表記した。以下，論文タイトルもしくは記事

　タイトル，執筆者，掲載書・誌，刊号の順に示した。

1989年5月6月，「アジア地域における自動車産業と国際分業

　　の発展」（上）（下）

一竹野忠弘，『世界経済評論』（世界経済研究協会），33巻5

　　号，33巻6号。

1992年7月12月，「台湾における自動車産業の発展と部品の国

　　際調達」（上）（下）

一朝元照雄『九州産業大学商経論叢』，33巻1号，33巻2号。

1993年3月，「資本と労働力の国際化と多国籍企業の戦略一丁

　　動車部品の国際分業計画の事例検討一」

一竹野忠弘『都立工業高等専門学校研究報告』，28号。

1993年5月，「日本とアセアンとの自動車産業における産業内

　　分業」

一嘉数啓，『世界経済評論』（世界経済研究協会），37巻5号。

1993年8月，『研究報告：技術水準からみたASEAN　5力布の

　　投資環境に関する実証研究一ASEAN進出日系機械メーカー一

　　の技術競争力』

一財団法人国際東アジア研究センター。

1993年12月，「ASEANへの自動車メーカーの直接投資」

一相原光，『経済と貿易』（横浜市立大学経済研究所），164号。

1994年4月，「タイ自動車産業への投資優遇について」

一バンコクポスト紙の抄録『RIM』（さくら総研）43号。

1994年4月，「タイ経済の新段階とわが国中小企業の進出一自

　　動車部品，素材産業を中心に」

一向山英彦，『産業立地』33巻4号。

1994年12月，95年1月，「ASEAN域内経済協力とBBCスキー
　　ムー自動車部品補完計画をめぐって一」（上），（下）

一清水一史，『世界経済評論』（世界経済研究協会），38巻12

　　号。39巻1号。

1995年3月，「タイの日系部品企業（その1）一資金調達と人

　　二二成一」

一吉見威志，『神戸学院経済学論集』26巻4号。

1995年6月，「ASEANへの自動車メーカーの直接投資（2）」

一相原光，『経済と貿易』（横浜市立大学経済研究所），169号。

1996年3月，「タイの日系部品企業（その2）一人材育成一テ

　　クニシャン，職長，ワーカーについて」

一吉見威志，『神戸学院経済学論集』27巻4号。

1995年7月，「調査レポート②胎動するアセアンの自動車部品

　　産業」

　　浦田彰彦，『中小公庫月報』（経済ソフトリサーチ）42巻7

　　号。

1996年1月，「アジアにおける自動車産業の発展一トヨタシス

　　テムを中心とする国際的再編成一」

一影山僖一，『世界経済評論』（世界経済研究協会），40巻1

　　号。

1996年5月，「特集ASEAN自動車最前線」

一『東洋経済』5350号。

1996年5月，「特集空洞化の真実」

一『東洋経済』5351号。

1996年7月，「特集：走り出したアジアカー」

一『日経メカニカル』484号。

1996年7月，「特集：競争時代を迎える東南アジア地域の自動

　　車産業」

一『Rim』（三井銀行総合研究所）34号。

1996年7月，「アジアカー日・米・欧・韓メーカーの販売加熱

　　でアジアでも環境問題の発生，必至」

一『エコノミスト』（毎日新聞社），74巻29号。

1996年8月，9月「アジアの自動車産業発展と日本の役割（1）」

　　「同（2）」

一渡辺進『自動車工業』30号，31号。

1996年8月，「アジアとの共生を考える一日本的生産システム

　　の移転を通じて」

一丸山恵也『自動車工業』30号。

1996年8月，「自動車日本企業は中国・アジアの『国産化』の

　　願いを読み違えている」

一関満博，『エコノミズト』74巻33号。

1997年，「ASEANにおける自動車の『国際部品補完体制』」

一加茂紀子子，『情報科学研究』（日本大学商学部情報科学研

　　究所），7号。

1997年2月，「自由化の進展による競争構造の変革とアジア域

　　内生産分業体制への移行一アジア自動車産業と日本中小企

　　業のアジア戦略の視点から一」

一居城克治，『商工金融』（商工総合研究所），47巻2号。

1997年2月，「調査レポート①新時代を迎えたASEAN自動車

　　産業」

一『中小公庫月報』（経営ソフトリサーチ）44巻2号。

1997年5月，「アセアン自動車産業一部品産業の競争力と日系

　　部品メーカーの進出一」

一『総研調査』（長銀総合研究所）72号。

1997年5月，「アジア生産ネットワークー日本企業の未来を展

　　平する一」

一『ジェトロセンサー』47巻558号。

1997年6月，「アジアの自動車産業と日本」

一丸山恵也，『自動車工業』31号。

1997年6月，「競争力向上に取り組むアセアン自動車産業」

一遠山淳子，『自動車工業』31号。

1997年6月，「第1回アセアン自動車裾野産業カンファレンス

　　を終えて」

一永井恒太，『自動車工業』31号。

1997年7月，「日本自動車企業のグローバル戦略とアジア経済

　　圏」

一加茂紀子子，丸山編『新版　アジアの自動車産業』（亜紀

　　書房）。

1997年11月，「ASEAN産業補完政策の展開と地域経済統合一

　　自動車産業を中心として一」

一田中武憲，『経済学論叢』（同志社大学経済学会），49巻3

　　号。

1997年11月，「アジアカー生産を襲うトリプルパンテーオート

　　ローン制限・バーツ下落・付加価値税一」

一向寿一，『立命館経営学』，36巻4号。

1997年11月，「景気減速で踊り場を迎えたASEAN自動車産業」

一『経済月報』（三和銀行調査部），729号。

1997年11月，「世界4極体制で自動車部品を供給一技能伝承と

　　気配りがアジアで根付く鍵一」

一増田辰弘，『技術と経済』。
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1998年，「タイ，マレーシアにおける日系部品メーカーの経営

　　実態一その事例調査」

一中野宏一，『経済貿易研究』（神奈川大学経済貿易研究所），

　　24号。

1998年，「日本型経営と技術移転一タイ国自動車産業の現場か

　　らの考察一」

一佐藤一郎，足立文彦『調査と資料』（名古屋大学経済学部

　　附属国際経済動態研究センター），106号。

1998年，「4JA1タイ向けエンジンの開発（現地国際か化）」

一森弘『いす“技報』99号。

1998年3月，「通貨危機によるASEAN自動車産業と現地日系

　　企業への影響および今後の展望について」

一『経済月報』（三和銀行），733号。

1998年4月，「ASEANにおける自動車産業の動向とわが国中

　　小部品メーカーへの影響について」

一『中小公庫レポート』（中小企業金融公庫調査部），98巻1

　　号。

1998年4月，「タイに対する日系自動車産業・部品産業の進出

　　とメインバンク制度の変容」

一向寿一，『インベストメント』（大阪証券取引所），51巻2

　　号。

1998年6月，「アセアンバブル崩壊後のアセアン主要自動車生

　　産国の自動車産業」

一馬場敏幸，『SRIC　report』（三和総合研究所），3巻3号。

1998年7月，「アセアンで新たな生産ネットワーク構築をめざ

　　す日本の自動車メーカー」

一森美奈子，『自動車工業』32巻。

1998年10月，「アジア地域における自動車産業の直接投資と国

　　際分業の展開一その技術移転と雇用構造の変化を中心に一」

一下川浩一，『経営志林』（法政大学経営学会），35巻3号。

1999年2月，「国際分業の進展と自動車産業」

一加茂紀子子，丸山他編『アジア経済圏と国際分業の進展』

　　（ミネルヴァ書房）。

1999年3月，「自動車部品産業のグローバル化」

一史　世民，『調査と資料』（名古屋大学経済学部附属国際経

　　済動態研究センター），第107号。

1999年6月，「アジアの経済発展と中小企業」

一居城克治，吉田他編『産業構造転換と中小企業』（ミネル

　　ヴァ書房）。

1999年9月，「アセアン自動車産業の新展開」

一森美奈子，『RIMアジア・太平洋ニュースレポート』（さ

　　くら総合総合研究所環太平洋研究センター），第107号。


